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Ⅳ 減価償却計算の 3要素と減価償却方法の選択 
Ⅴ 固定資産の臨時償却と減損会計 
おわりに  
















                                                          
 1) G. O. May［1943］Financial Accounting A Distillation of Experience Scholars Book Co. ChapterⅤ 
pp.86, 7）木村重義訳『財務会計-経験の蒸留』同文館 89, 90頁 
 2) 醍醐聡「会計的配分と価値評価」『企業会計』2004 Vol.56 No.1 
第 43巻 第 2号      『立命館経営学』     2004年 7月 






























                                                          
3) 五十嵐邦正［1999］『静的貸借対照表論』森山書店 第 3章 




















表 1 固定資産の償却（Depreciation）・減耗（Depletion）・減損（Impairment）  







Depreciation  ※1 
Depreciation 
  





























繰延税金資産   税効果会計による 
（出典：R.N. Anthony他［1999］Accounting：Text and Cases p.187に，筆者加筆） 




 E. Schmalenbach［1962］Dynamische Bilanz 13Auflage p．102 




































 国際会計基準は，2003年 1月以降適用開始の IAS16号，2001年 1月適用開始の IAS40号
を中心として，固定資産を企業の保有目的により，次のように分類している。（表 2参照） 
 
表 2 国際会計基準における，固定資産分類と適用基準の関係  
適用すべき会計基準 固定資産の保有目的 
IAS2-Inventories 販売目的不動産（IAS40-par. 4-b） 





○ 経営管理用（以上 par. 6） 





○ ファイナンスリース用資産（to earn rental） 
○ 投機的値上がり期待（capital appreciation） 






















立命館経営学（第 43巻 第 2号） 6 
計志向が認められる。（表 3参照） 
 



















原価（at cost） 下記いずれかを選択 






















                                                          
































その場合，株式資産 A をもって，異質な固定資産 B を取得する場合，A または B いずれか
評価し易い方の価値をもって評価することになる。 
ただし，そのような評価はについて，メイ［1943］次のように批判している。「取得された












































































































表 4 プラントの建設・販売に係わる金利の会計処理  

















には SECは Accounting Series Release No. 163を出し，この会計慣行に対して一定のルール












であり，当該期間の資産保有に係わる平均利率を適用したものである（par. 12, 13）。 
                                                          
6) Richard G. Schroeder他 Financial Accounting Theory and Analysis, 2001, John Wiley and Sons, Inc. 
Chapter 8 p. 240 





























は次の 3点に集約される（Ⅴ章 Income –Plant Cost p. 81）。 
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    第一は物理的摩耗（時間の経過や使用等による劣化，内部要因） 
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 その場合，過去の理論的論議についてまず注目されることは，『序説』（原文 pp. 82, 3）は耐用






                                                          
14) 武田隆二『最新財務諸表論』2003年，中央経済社，第 18章，217頁 





























                                                          
15) 「慎重の原則」とは，保守主義の原則とほぼ同義語に使われているが，シュマーレンバッハは，“過大
利益は新たな投資を誘発し，過大生産力を生む結果となるが，過小利益は有利な発展を阻害する”と，バ











































 2001 年 6 月に米国 FASB が公表した SFAS143 号「資産の除却に関連する債務に係る会計














































































（注） 設備投資残高に対するリターン  
年度 期首純投資残高 A 収益 償却費 その他費用 純利益 B リターン B／A 
1 2000 1100 320 700 80 114.6％ 
2 1680 1100 320 700 80 14.76％ 
3 1360 1100 320 700 80 15.88％ 
4 1040 1100 320 700 80 17.69％ 
































 平成 16 年度 4 月から本格的に導入される固定資産の減損会計基準意見書によれば，減損会
計とは，事業用固定資産の収益性が当初の予想よりも低下し，資産の回収可能性を帳簿価額に
反映させる処理である。それは，時価評価と異なり，取得原価基準の下で行なわれる帳簿価額
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時価評価主義・資産負債アプローチによる投資意思決定情報提供へシフトしつつあるといわれ
るが，ペイトン［1952］やドイツ静態論など，古典的な固定資産評価論にも時価評価論は随所
に見られた。しかし，それらは，激しいインフレを背景とした資本維持が目的であり，決して
未実現利益を認識することではなかった。事情環境の変化と時術進歩が早まった現代において
も，固定資産会計の中心課題は何と云っても資産評価のあり方であろう。 
また，歴史とは過去と将来の対話である（E. H. カー）とすれば，固定資産会計の歴史を繙くこ
とによって，固定資産が現在および将来においてかかえる課題解決への大きな示唆が得られる
はずである。たとえば，伝統的な減価償却に加えて，2005年から減損会計が本格的に導入され
るが，それは全く新しい資産評価会計ではなく，古典的な減価償却論の延長線上で理解するこ
とが可能であろう。 
コンベンショナルな税法基準によって取得原価を期間配分するのでは，もはや固定資産を適正
に評価したことにはならず，経営者にとっても投資家にとっても有益な意思決定情報は得られ
ない。通常の減価償却においても，企業の資産活用方針および状況判断が不可欠であり，もし，
資産取得時における耐用年数，残存価値，撤去費用の見積りが合理的に行なわれるならば，臨
時償却や減損会計のインパクトは最小限に抑えられるはずである。 
以上 
